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「教育産業」の業務内容とその自己認識
－meta descriptionの内容分析－

橋　本　鉱　市1

The Characteristics of the ‘Education Industry’ and  
its Self-perception : Content analysis of ‘meta description’

Koichi Hashimoto

要　旨

近年、就学前教育から高等教育さらには生涯学習に至る各レベルにおいて、教育機関と外部の営利・非営利組織
との連携や協働が進展している。これにともなって「教育産業」の関与・参加も進行しているが、これまで筆者らは
こうした教育産業のあり方やその業務内容、社会からの評価、経営方針やリスク認識などについて考察を進めてきた

（谷村・加藤・橋本（2022）、橋本（2023a）、橋本（2024））。本研究では、これまでの知見を踏まえつつ、「教育産業」
が自らの組織や業務をどう認識し、またそれに基づいてどのように自社をアピールしているかを解明するため、各社
のWebサイトの「meta description」を対象に、その内容（テキスト）を計量的に分析することを目的としている。
まず、谷村・加藤・橋本（2022）でも利用したBaseconnect株式会社の「Musubu」に依拠して、そこから「教育産業」
7,667社を抽出した。そしてそれらの企業のdescriptionを対象に計量テキスト分析を行い、頻出単語から業務内容や
設立年別の変化を考察した。さらに、LDAによるトピックモデル分析を行い、 ８トピックを抽出した。業界別・設
立年代別のトピックの分析から、各業界はそれぞれの業務に特徴的な単語を使用しており、設立年別に見ても大きな
変化は認められなかった。これらの知見は外部機関がまとめた「会社概要」を分析した谷村・加藤・橋本（2022）と
概ね同様であることを確認するとともに、教育産業の自己認識は古くから安定的であり、業界にふさわしいイメージ
を踏襲して広報活動を行っているなどの示唆が得られた。

ABSTRACT

In recent years, there has been increasing collaboration and cooperation between educational institu-
tions and external for-profit and non-profit organizations at all levels, from pre-school education to 
higher education and lifelong learning. In this trend, the involvement and participation of the ‘education 
industry’ is also progressing. We have previously examined the characteristics of the education indus-
try, the content of its work, its reputation in society, its management policies, and its risk awareness 

(Tanimura, Kato and Hashimoto (2022), Hashimoto (2023a), Hashimoto (2024)). In this study, we 
aim to clarify how the education industry perceives its own organization and work, and how it promotes 
itself, based on the findings of previous studies. To this end, we conducted a quantitative analysis of 
the text content of the ‘meta descriptions’ on the websites of each company. First, we constructed a 
database from ‘Musubu’ by Baseconnect Inc., which was also used in Tanimura, Kato, and Hashimoto 

(2022), and extracted 7,667 companies in the ‘education industry’ from this database. Next, we con-
ducted a quantitative text analysis of the ‘description’ of these companies, and examined changes in 
business content and year of establishment based on frequently occurring words. Furthermore, we con-
ducted topic model analysis using LDA and extracted eight topics. The results of the topic analysis by 
industry and year of establishment showed that each industry used words that were characteristic of its 
business, and that there were no major changes in terms of year of establishment. These findings were 
generally the same as those of Tanimura, Kato and Hashimoto (2022), which analyzed ‘company pro-
files’ compiled by external organizations. In addition, the self-perception of the education industry has 
been stable for a long time, and the results suggest that the industry is conducting public relations ac-
tivities in line with its appropriate image.
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１．はじめに－問題関心と課題設定

近年、就学前教育から高等教育さらには生涯学習に
至る各レベルにおいて、教育機関を取り巻く民間セク
ターすなわち「教育産業」の関与・参加が進行し、ま
た教育機関側もそうした教育産業への外部委託と連携
が様々な形で展開されてきている。
この教育産業のあり方やその業務内容、社会からの

評価、経営方針やリスク認識などについては、すでに
谷村・加藤・橋本（2022）、橋本（2023a）、橋本（2024）
において考察を進めてきた。本研究は、これまでの問
題関心と研究成果を踏まえつつも、教育産業が自らの
業務をどのように広報し、位置付けているのかについ
て、各社のWebサイトの「meta description」の内容
から考察する。

2．データセットと分析方法

前述のように、谷村・加藤・橋本（2022）では、従
来の教育機関を取り巻く様々な「教育産業」について、
その業務内容の全体像を把握することを目的とした考
察を行った。Baseconnect株式会社から提供された

「Musubu」のデータを利用し1、各企業の「事業所数」
「資本金」「設立年月」「本社所在地」などについて概
観した上で、同社がまとめた「会社概要」の内容分析

（計量テキスト分析）を行い、業務活動や経年的な変
容を考察した。ただし、この「概要」は、同社が各企
業の業務を整理したものであり、各企業が自身の業務
内容をどう認識しているかを示したものではない。
そこで本研究では、上記研究で利用した「教育産業」

の企業リストを利用しつつも、各社のWebサイトに

おける「meta description」の内容から2、企業自ら
が自社の業務内容をどのように把握・認識・広報しよ
うとしているのかを分析し、外部機関がまとめた上記
「会社概要」とどのような異同があるのかを中心に考
察する。
まず、谷村・加藤・橋本（2022）でも抽出・利用し

た「教育産業」7,667社を対象に、それぞれのWebサ
イトにおけるmeta descriptionを収集し3、データセッ
トを作成した。また使用する変数としては、谷村・加
藤・橋本（2022）と同様に、Baseconnect社による「メ
イン小業界」の 9つのカテゴリー（下位分類）を使用
した（「その他スクール業界」「塾・受験予備校業界」「児
童保育業界」「教材業界」「語学学習スクール業界」「資
格取得・通信教育業界」「IT教育業界」「学校業界」「そ
の他教育業界」）。また計量テキスト分析には、KH 
Coder（Version3.Beta.07f）を使用し、全テキスト
（12,326文、総単語数89,731語、異なり語数11,926 語）
のうち145回以上出現する、名詞、サ変名詞、動詞、
形容詞、形容動詞を対象とした。

3．「meta description」の内容分析

（1）メイン小業界・設置年代ごとの頻出単語
まず、descriptionについて、メイン小業界別に頻出

する単語（名詞、サ変名詞、動詞、形容詞、形容動詞）
をみてみよう（表 1）。谷村・加藤・橋本（2022）でも、
小業界ごとに使われる単語が異なり、それぞれの業界
の業務を想起させる単語が頻用されていたが（同、
121頁）、descriptionの内容でも、「その他スクール」
では教室、スクール、レッスン、音楽、ゴルフ、ダン
ス、テニスなどが、「塾･受験予備校業界」では、学習、
指導、受験、個別が、「児童保育業界」では保育、保

1 教室 572 学習 582 保育 393 教材 143 英語 341 講座 95
プログラ
ミング

50 学校 40 教育 10

2 スクール 369 指導 577 保育園 373 教育 94 英会話 315 ⾃動⾞ 93 教育 46 ⽇本語 13 株式会社 6
3 レッスン 277 受験 556 運営 128 販売 80 教室 158 資格 86 教室 43 ⾼校 12 ⽀援 6
4 ⾳楽 177 個別 343 ⼦ども 124 学校 70 レッスン 157 取得 82 株式会社 41 国際 11 サービス 4

5 ゴルフ 166 ⾼校 243 認可 119 株式会社 68 スクール 140 学校 80 パソコン 35 専⾨ 11
グローバ

ル
3

6 ダンス 162 合格 211 株式会社 102 学習 54 ⽇本語 95 試験 75 研修 32 教育 11 パソコン 3
7 体験 160 進学 207 事業 96 教科書 32 講師 88 免許 71 開発 30 スクール 10 学校 3
8 テニス 156 教育 206 ⽀援 89 英語 30 教育 79 教育 69 企業 24 学園 10 企業 3
9 クラブ 140 中学 193 教育 81 会社 29 留学 77 研修 59 事業 24 学院 9 社会 3
10 ⾏う 139 ⼤学 186 企業 66 ⽤品 29 オンライン 73 スクール 49 サービス 22 グループ 8 ⼈材 3

IT 教育 学校 その他教育その他スクール 塾・受験予備校 児童保育 教材 語学学習スクール
資格取得・通信教

育

表 1 ：メイン小業界ごとの頻出単語

1 �Baseconnect株式会社の「Musubu」から「教育産業」各社についての詳しい抽出方法・基準などについては、谷村・加藤・橋本（2022）
を参照のこと。

2  �meta descriptionとは、webサイトの検索ユーザーにコンテンツの情報を提供する機能であり、120字程度の中にコンテンツが簡潔
に表現されるものである。webサイトの内容・情報を適確に表現しているという意味で、それぞれの教育産業のmeta description
には、当該企業の業務内容が適確・簡潔に表現され、またアピールされていると考えられる。橋本（2021）では、71大学のwebサ
イトを対象に、meta descriptionに着目した分析・報告を行った。ただしmeta descriptionは記載されないことも多く、また120字
程度を超える部分は省略されてしまう可能性もある（橋本2023b、374頁）。

3  �SEOツール（SEOチェキ）などを利用した。リンク先不明などを除いて3,666社を抽出した。
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育園、運営、子どもなどが、「教材業界」では教材、
教育、販売、学校などが、「語学学習スクール業界」
では英語、英会話、教室、レッスン、スクールなどが、

「資格取得･通信教育業界」では講座、自動車、資格、
取得などが、「IT教育業界」ではプログラミング、教育、
教室、パソコンなどが、「学校業界」では学校、日本語、
高校、国際などが、「その他教育業界」では教育、支援、
サービスなどの単語が多用されていることがわかる。
これらの傾向は、谷村・加藤・橋本（2022）の知見と
ほぼ同様であり、それぞれ小業界の業務内容が如実に
言い表されていると言えよう。
つぎに、メイン小業界ごとの頻出単語の対応分析を

みてみよう（図 １ ）。表 １ で示したように、各業界ご
とに特徴的な頻出単語がプロットされている点、なら
びに塾･受験予備校業界が 1 軸 2軸ともに、他の業界
とは異なる単語を使用していることが示唆されている
点（とくに「児童保育業界」とは大きく異なる点）、
その他スクール業界、資格取得･通信教育業界、語学
学習スクール業界などが同じような単語を使用してい
る点などは、谷村・加藤・橋本（2022）の知見と同様
である。
さらに、各企業の設立年代（10年ごと）別に頻出単

語の対応分析をみたものが図 2である。1940年代～70
年代、８0年代～90年代、2000年代～2010年代と大きく
分けることができるが、特に2000年を境として使われ
る単語が大きく異なることが示されている。こうした
グルーピングや各年代の付置構造の結果は、谷村・加
藤・橋本（2022）での知見とほぼ同じである。

（2）トピック分析
次に、谷村・加藤・橋本（2022）と同様に、description

の内容を対象にLDA によるトピックモデル分析を
行った。トピック数の決定にはArun（2010）、CaoJuan
（2009）、Deveaud（2014）、Griffi  ths（2004）などいく
つかの指標があるが、本研究ではこれらの指標を参考
にして、トピック数を ８とした。この ８トピック内で
高い確率で出現する単語のうち、それぞれ上位10語を
との確率を示したものが、表 2である。また、表 3は
メイン小業界ごとにそれぞれの確率を表している。
これらの表には、メイン小業界のそれぞれの業態を

的確に示す特徴が表れている。まず、「その他スクール」
は＃ 5（スクール、レッスン、ダンス、ゴルフ）と＃ ８
（教室、体験、無料、幼児、音楽）が、「塾・受験予備
校」は＃ 4（指導、学習、個別、小学生）と＃ 6（受

図 １ ：メイン小業界別にみた頻出単語の対応分析



橋　本　鉱　市118

#1 #2 #3 #4 #5 #6 #7 #8
教育 0.252 ⾏う 0.152 英語 0.202 指導 0.297 教育 0.251984 ⾏う 0.152441 英語 0.201504 指導 0.296583 スクール 0.27018 受験 0.243839 保育 0.166253 教室 0.407619
学校 0.137 サポート 0.124 英会話 0.132 学習 0.264 学校 0.13654 サポート 0.123816 英会話 0.132238 学習 0.2642 レッスン 0.187492 ⾼校 0.108267 保育園 0.155518 体験 0.11564

株式会社 0.105 ⼦ども 0.118 講師 0.103 個別 0.143 株式会社 0.104952 ⼦ども 0.117768 講師 0.103191 個別 0.143034 ダンス 0.070285 合格 0.10409 事業 0.128494 無料 0.093791
教材 0.078 授業 0.099 コース 0.083 ⼩学⽣ 0.078 教材 0.078254 授業 0.098819 コース 0.08271 ⼩学⽣ 0.078267 ゴルフ 0.067876 対策 0.099153 運営 0.108503 幼児 0.082668
会社 0.076 ⽬指す 0.095 講座 0.081 対象 0.066 会社 0.075621 ⽬指す 0.094787 講座 0.080848 対象 0.065531 クラブ 0.064264 進学 0.090039 提供 0.086292 ⾳楽 0.081476
サイト 0.074 学ぶ 0.075 資格 0.066 中学⽣ 0.063 サイト 0.074117 学ぶ 0.075434 資格 0.066324 中学⽣ 0.062621 テニス 0.063461 ⼤学 0.089659 ⽀援 0.081109 パソコン 0.075915
情報 0.070 社会 0.065 研修 0.060 ⾼校⽣ 0.057 情報 0.070357 社会 0.065355 研修 0.060366 ⾼校⽣ 0.056799 初⼼者 0.061052 中学 0.081305 株式会社 0.072224 学院 0.058833
販売 0.065 ⽣徒 0.063 取得 0.059 サービス 0.007 販売 0.065092 ⽣徒 0.062936 取得 0.058504 サービス 0.007314 スポーツ 0.06025 実績 0.061178 サービス 0.067042 展開 0.041751

ホームページ 0.052 地域 0.061 ⼦供 0.056 初⼼者 0.007 ホームペー 0.052307 地域 0.060517 ⼦供 0.056269 初⼼者 0.00695 楽しい 0.038173 試験 0.056241 企業 0.042609 運営 0.014738
企業 0.049 中⼼ 0.029 専⾨ 0.054 実績 0.005 企業 0.048547 中⼼ 0.028666 専⾨ 0.054407 実績 0.004767 プロ 0.034962 対応 0.036874 中⼼ 0.031133 楽しい 0.008382

スクール 0.270 受験 0.244 保育 0.166 教室 0.408
レッスン 0.187 ⾼校 0.108 保育園 0.156 体験 0.116
ダンス 0.070 合格 0.104 事業 0.128 無料 0.094
ゴルフ 0.068 対策 0.099 運営 0.109 幼児 0.083
クラブ 0.064 進学 0.090 提供 0.086 ⾳楽 0.081
テニス 0.063 ⼤学 0.090 ⽀援 0.081 パソコン 0.076
初⼼者 0.061 中学 0.081 株式会社 0.072 学院 0.059
スポーツ 0.060 実績 0.061 サービス 0.067 展開 0.042
楽しい 0.038 試験 0.056 企業 0.043 運営 0.015
プロ 0.035 対応 0.037 中⼼ 0.031 楽しい 0.008

#5 #6 #7 #8

#1 #2 #3 #4

表 2 ：各トピックにおける上位10 語と確率

図 2 ：設立年代別にみた頻出単語の対応分析
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験、高校、合格、対策）が、「児童保育」は＃ 7（保育・
保育園）が、「語学学習スクール」は＃ 3 （英語、英
会話）、「教材業界」は＃ 1（教育、学校、株式会社、
教材）、「資格取得・通信教育」は＃ 3（コース、講座、
資格、研修）が、「IT教育」では＃ 1（サイト、情報、
ホームページ）と＃ 7（事業、運営、提供、支援）が、

「学校業界」は＃ 1（教育、学校）、「その他教育業界」
は＃ 7（事業、運営、提供、支援）などが、それぞれ
特徴的に高い確率であることが見て取れる。この点に
ついては、谷村・加藤・橋本（2022）の知見と同様で
ある（ただしトピック数や単語は異なる）。

次に、業界ごとの時代による変容を見てみよう。図
3は業界ごとに設置年を大きく 3区分して、各トピッ
クの確率の変化を見たものである（「その他教育業界」
のみ縦軸のスケールが異なっている）。谷村・加藤・
橋本（2022）では10年ごとに区分したが、本研究では
各コーホートのケース数が限られていることもあり

#1 #2 #3 #4 #5 #6 #7 #8
教育 0.251984 ⾏う 0.152441 英語 0.201504 指導 0.296583 スクール 0.27018 受験 0.243839 保育 0.166253 教室 0.407619
学校 0.13654 サポート 0.123816 英会話 0.132238 学習 0.2642 レッスン 0.187492 ⾼校 0.108267 保育園 0.155518 体験 0.11564
株式会社 0.104952 ⼦ども 0.117768 講師 0.103191 個別 0.143034 ダンス 0.070285 合格 0.10409 事業 0.128494 無料 0.093791
教材 0.078254 授業 0.098819 コース 0.08271 ⼩学⽣ 0.078267 ゴルフ 0.067876 対策 0.099153 運営 0.108503 幼児 0.082668
会社 0.075621 ⽬指す 0.094787 講座 0.080848 対象 0.065531 クラブ 0.064264 進学 0.090039 提供 0.086292 ⾳楽 0.081476
サイト 0.074117 学ぶ 0.075434 資格 0.066324 中学⽣ 0.062621 テニス 0.063461 ⼤学 0.089659 ⽀援 0.081109 パソコン 0.075915
情報 0.070357 社会 0.065355 研修 0.060366 ⾼校⽣ 0.056799 初⼼者 0.061052 中学 0.081305 株式会社 0.072224 学院 0.058833
販売 0.065092 ⽣徒 0.062936 取得 0.058504 サービス 0.007314 スポーツ 0.06025 実績 0.061178 サービス 0.067042 展開 0.041751
ホームページ 0.052307 地域 0.060517 ⼦供 0.056269 初⼼者 0.00695 楽しい 0.038173 試験 0.056241 企業 0.042609 運営 0.014738
企業 0.048547 中⼼ 0.028666 専⾨ 0.054407 実績 0.004767 プロ 0.034962 対応 0.036874 中⼼ 0.031133 楽しい 0.008382

#1 #2 #3 #4 #5 #6 #7 #8 ケース数
その他スクール業界 0.124 0.124 0.124 0.121 0.134 0.12 0.123 0.13 3804
塾・受験予備校業界 0.122 0.125 0.121 0.136 0.118 0.136 0.12 0.122 2832

児童保育業界 0.125 0.126 0.121 0.12 0.12 0.119 0.145 0.122 1621
語学学習スクール業界 0.123 0.124 0.137 0.122 0.126 0.122 0.122 0.124 1439

教材業界 0.147 0.124 0.122 0.123 0.119 0.121 0.124 0.12 1130
資格取得・通信教育業界 0.128 0.124 0.133 0.122 0.122 0.125 0.124 0.123 898

IT教育業界 0.131 0.126 0.124 0.122 0.122 0.12 0.129 0.126 404
学校業界 0.132 0.127 0.124 0.121 0.123 0.126 0.123 0.124 159

その他教育業界 0.136 0.122 0.119 0.121 0.119 0.118 0.141 0.124 39

表 3 ：メイン小業界別にみた各トピックの確率

（特に1979年以前設立の企業）、図 2の結果を参考に、
「1979年以前」「19８0年～1999年」「2000年以降」の 3
時代に区分している。
まず、その他スクール業界では、どの時代に設置さ

れた企業でも＃ 5（スクール、レッスン、ダンス、ゴ
ルフ）と＃ ８（教室、体験、無料、幼児、音楽）が安
定的に高いが、時代を下るごとに＃ ８（教室、体験、
無料、幼児、音楽）が漸減している。塾・受験予備校
は＃ 4（指導、学習、個別、小学生）が安定して高い
が、＃ 6（受験、高校、合格、対策）は設立年が古い
企業ほど高いものの漸減している。児童保育はどの年
代でも＃ 7（保育・保育園）が安定的に突出して高い。
語学学習スクールは、＃ 3（英語、英会話）がどの時
代も安定的に高い。教材業界はどの時代の企業も＃ 1
（教育、学校、株式会社、教材）が安定的に突出して
高い。資格取得・通信教育は、どのトピックも比較的
安定しているが、＃ 1（教育、学校）が漸減、＃ 3（コー
ス、講座、資格、研修）が漸増となっている。IT教
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育では＃ 1（サイト、情報、ホームページ）と＃ 7（事
業、運営、提供、支援）が全体的に高いが、古い時代
に設置された企業では# 2（サポート、子ども、授業）
が高くなっている。学校業界は、＃ 1（教育、学校）、
特に19８0年代～90年代に設置された企業の高さが顕著
である。その他教育業界は、古くに設置された企業が
＃ 4（指導、学習、個別、小学生）が高かったものの
その後急減しており、８0年代から90年代に設立された
企業では＃ 7（事業、運営、提供、支援）が高くなっ
ている。なお、これらのトピックそれぞれの確率の推
移については、10年ごとのコーホート別に分析しても
同じ傾向であった（図表は省略）。
以上、設置年代別に分けてみると、業界によっては

時代によって特徴的な動きも散見され、また時代を経
るごとにある傾向を示すトピックはあるものの、全体
としては各トピックの時代ごとの確率の変動幅は小さ
く、各業界の動向としては大きな方向性については大
きなブレが無いことが示唆されている。

図 3 ：各業界の設立年代ごとにみた各トピックの確率

4．おわりに

本研究では、教育産業が自らの業務をどのようにア
ピールし認識しているのかについて、各社のWebサ
イトの「meta description」の内容を、谷村・加藤・
橋本（2022）で使用した枠組みと変数・項目などによっ
て、計量テキスト分析（とくにトピック分析）を進め、
業界別ならびに年代別にみた頻出単語やトピックなど
を考察してきた。各業界のdescriptionは、その業務に
特徴的な単語を使用しており、設立年別に見ても大き
な変化は認められなかった。つまり、各業界の自己認
識は安定的であり、また業界にふさわしいイメージを
踏襲して広報活動を行っていることが示唆されてい
る。また外部機関がまとめた「会社概要」を分析した
谷村・加藤・橋本（2022）とは、トピック数なども異
なるため単純な比較は難しいが、同様の知見が確認で
きた。
しかし本研究で扱った企業はケース数も限られてお
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り、細かな時代ごとの変容については十分な考察がか
なわなかった。より幅広で詳細な分析については、今
後はmeta descriptionだけではなく、教育産業各社の
Webサイト自体の分析を行う必要があろう。特に現
代の高度情報化社会ではWebサイトが各組織の経営
方針やミッション、広く言えば組織アイデンティティ
の表明に最大の役割を果たしており（Powell et al. 
2016など）、認知的側面とあわせて情緒・感情面での
インパクトも重要である。Webサイトのテキストに
加えて、特徴的な企業イメージを情動的に想起させる
キービジュアルが重要となるが、これらの作業や分析
については今後の課題としたい。
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